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第５号議案

島原市立小・中学校の新しい学校の在り方について

島原市立小・中学校の新しい学校の在り方を別冊のように策定する。

令和４年２月１日提出

島原市教育委員会

教育長 森本 和孝

提案理由

「島原市立小・中学校適正規模・適正配置検討委員会設置要綱」第

１条及び第２条の規定に基づき、島原市立小・中学校適正規模・適正

配置の基本方針となる「島原市立小・中学校の新しい学校の在り方」

を策定するため、提出するものである。 
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別紙 （参考資料）

島原市立小・中学校適正規模・適正配置検討委員会設置要綱  抜粋

（設置） 

第１条 島原市立小・中学校（以下「学校」という。）における児童生徒

数の推移や地域の実情等を鑑み、今後の本市における学校の適正規模・

適正配置について総合的な検討を行うため、島原市立小・中学校適正規

模・適正配置検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について検討し、島原市教育委員会（以

下「教育委員会」という。）に意見を述べるものとする。 

（１）学校の適正規模に関すること。 

（２）学校の適正配置に関すること。 

（３）その他教育委員会が必要と認める事項
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第６号議案

令和３年度有馬スポーツ賞の交付について

令和３年度（第４１回）有馬スポーツ賞を別紙の者に交付することにつ

いて、承認を求める。 

令和４年２月１日 提出

島原市教育委員会

教育長 森本 和孝

提案理由

島原市スポーツ振興基金条例第４条第１項の規定により、令和３年

度有馬スポーツ賞を交付しようとするものである。 
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【 参 考 】 

○島原市スポーツ振興基金条例（抜粋）

（運用） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、島原市一般会計歳入歳出予算に計上し、収益の範囲内でス

ポーツ賞及び奨励金を交付する。 

２ 前項の規定により交付した後、剰余を生じたときは、基金に編入するものとする。 

○島原市スポーツ振興基金条例施行規則（抜粋）

（表彰） 

第４条 表彰は、島原市教育委員会が行う。 

２ 表彰は、表彰状及び記念品を授与して行う。 

6



（ 別 冊 ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

島原市教育委員会 

島原市立小・中学校の新しい学校の在り方 

（案） 



 
 

はじめに 

 
１ 本市の沿革と小学校、中学校 

（１）本市の沿革 

（２）本市小学校の沿革 

（３）本市中学校の沿革 

【 目 次 】 

 

２ 本市における児童・生徒数の推移と学校規模 

（１）少子化による児童生徒数の減少 

（２）学校の小規模化の進行 

（３）学校規模における教育活動の特徴 

 
３ 本市の財政状況と公共施設等総合管理計画 

 
４ 学校規模の適正化 

（１）学校規模の適正化の必要性 

（２）法令等による学校規模 

（３）本市における「望ましい学校規模」 

（４）望ましい学校規模のとらえ方 

（５）学校規模の適正化の対象となる学校 

 
５ 学校の適正配置 

（１）通学距離においての配慮事項 

（２）法令における通学距離 

（３）本市の校区 

（４）本市における通学距離の現状 

（５）各学校間の距離（道のり） 

 
６ 学校規模の適正化と適正配置の実施 

（１）学校規模の適正化と適正配置に関する基本的な考え方 

（２）具体的実施方法 

（３）実施にあたっての視点 

（４）学校規模の適正化・適正配置を進める上での留意点 

 
７ 学校施設の活用 

（１）学校施設の現状 

（２）学校施設の活用の現状 

（３）学校施設の有効的活用について おわりに 
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島原町（村） 島原町 湊   町 

島原小 大手小 湊   小 

杉谷村 

杉谷小 

安中村 

安中小 

三会村 

三会小 

※昭和３６年町制施行「有明町」 

第一小 第二小 第三小 

島 

第四小 

原 

第五小 

市

三会小 大三東小 高野小 湯江小 

はじめに 

わが国の学校教育の特徴は、人格の完成を目指すという教育の目的を達成するため、学習活動 

のみならず児童生徒の人間的な成長をめざすため、学級経営や生徒指導という諸外国には特異と 

思えるような分野まで担当していることであろう。 

このため、児童生徒の教育を行うに当たって、学校や学級の存在はきわめて大きなものである。 しか

しながら、急速に進む少子化により、児童生徒数は減少し、学校の小規模化が進んでいる 

現状がある。このことが、児童生徒の教育に与える影響は少なくない。 さらに、人口減少や少子

高齢化の進展により、税収の減少が予測される一方、社会保障費は年 

々増加の傾向にあり、学校施設の維持管理や更新にかかる費用が、市の財政に大きな負担となる 

ことが予想される。これらのことを踏まえ、本市として、学校の適正規模及び適正配置を検討す 

ることとした。 

また、地域住民と協力態勢を構築しながら学校を運営するコミュニティスクールの導入が進め 

られている中、学校を中心とした新たな地域コミュニティの創生も指摘されている現状を鑑みる 

と、学校施設の有効活用の在り方も合わせて検討することとした。 

 

 

１ 本市の沿革と小学校、中学校 

（１）本市の沿革 

明治２２年の町村制施行により、本市にもいくつかの「町」や「村」が誕生しているが、 

このうちの「島原町」「島原村」「湊町」が大正１３年に合併し、「島原町」ができた。 

その後、「島原町」は、昭和１５年に「杉谷村」と「安中村」と合併し、市制を施行し「島 原

市」となり、さらに、昭和３０年には「三会村」と、そして平成の大合併の平成１８年に は

「有明町」と合併し、現在に至っている。 

 
（２）本市小学校の沿革 

本市小学校の沿革は市の沿革と大いに関係しており、以下のようになる。 

明治２２年以前は、各町村ごとに小学校が複数存在する 

 
 

明治２２年 

 

大三東村 湯江村 

町村制施行 大三東小※ 湯江小※ 

※明治３２年 ※明治２５年 

 
大正１３年  島原町       杉谷村   安中村   三会村   大三東村   湯江村 

町村合併 第一小 第二小 第三小  杉谷小  安中小 三会小 大三東小 湯江小 

                             

昭和１５年    島 原 市       三会村   大三東村   湯江村 

町村合併 第一小 第二小 第三小 第四小 第五小 三会小 大三東小 湯江小 

                             

昭和３０年      島 原 市           有明村 

市町村合併 第一小 第二小 第三小 第四小 第五小 三会小 大三東小 高野小 湯江小 

 
 

平成１８年 市町村合

併 
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以上のように、市町村合併による学校名の変更はあったものの、創立以来、存続している 

ことから、学校に対する地域住民の愛着は大きいものがある。 

 
（３）本市中学校の沿革 

本市には、５つの中学校が存在するが、有明中（昭和３５年大三東中と湯江中が統合）以 

外は、昭和２２年開校となっており現在に至っている。 

第一中学校が県立農業高等学校の新設に伴い、昭和２７年に移転した後も校区の変更が行 

われておらず、第二小学校の児童は第一中学校と第二中学校に分かれて進学する現状がある。 

 

 
２ 本市における児童・生徒数の推移と学校規模 

（１）少子化による児童生徒数の減少 

本市の児童生徒数は、新市街地の誕生により、集合住宅の建設が進み第一小学校のみが若 

干増加傾向にあるものの、従前と比較すると出生数の減少により大幅に減少しているのが現 

状である。 

小学校の児童数 ２，３０８人（令和３年５月現在） 

※昭和３２年（ピーク時）９，３１４人の２４．８％に減少 

中学校の生徒数 １，１ 1 ２人（令和３年５月現在） 

※昭和３２年（ピーク時）３，２９５人の３３．７％に減少 

 
（２）学校の小規模化の進行 

本市においては、児童生徒数が減少しているにも関わらず、学校数は変わらないことから、 総

体的に学校の小規模化が進んでいる。 

令和３年４月現在では、小学校、中学校の学級数による規模は以下のとおりである。 

※学級数の区分けについては、平成２７年１月２７日「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置に関す る

手引き」（文部科学省）を参考にした。 

 

①小学校 （普通学級のみ） 学校数 割合 
 

５学級以下（極小規模校） 長貫分校 １ １０．０％ 

６～１１学級（小規模校） 第二小、第四小、三会小、大三東小、高野小、湯江小 ６ ６０．０％ 

１２～１８学級（望ましい学校規模） 第一小、第三小、第五小 ３ ３０．０％ 

１９～２４学級（望ましい規模を超える）   ０ ０ 

１１学級以下の小規模校が全体の３分の２の６校ある。これらの学校においては、小学 

校入学から卒業までクラス替えがなく、６年間同一集団で生活する学年がある。 

また、現在１２学級の学級編制である第三小、第五小においても児童数の減少は続いて 

おり、１１学級以下の学校になる可能性は高い。 

 

②中学校 （普通学級のみ） 学校数 割合 
 

２学級以下（極小規模校）   ０ ０ 

３～８学級（小規模校） 第二中   第三中   三会中   有明中 ４ ８０．０％ 

９～１８学級（望ましい学校規模） 第一中 １ ２０．０％ 

１９学級以上（望ましい規模を超える）   ０ ０ 
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中学校においては、クラス替えが可能となる１学年２学級を有している学校が多いが 

９学級を超えないと教員配置の関係からすべての教科の担当が配置されない可能性がで 

てくる。 

 
③今後の児童生徒数の予測 以下の表は、本市が今後人口減少対策（島原市まち・ひと・し

ごと総合戦略）を講じ 

ることによる人口減少の推移と、国立社会保障・人口問題研究所が推計した人口減少の 

推移を比較したものである。 

人口減少の状況は違うにせよ、今後学校規模はますます小規模化していことは避けら 

れない状況であり、文部科学省が示している「望ましい学校規模」に該当する学校は、 

島原市まち・ひと・しごと総合戦略の予想と国立社会保障・人口問題研究所の予想の中 

間値をとった場合においては、小学校１校、中学校は０校となる。 
 

 

 
 

島原市まち・ひと・しごと戦略の推計 国立社会保障・人口問題研究所推計 

H22(2010) R15(2035) R40(2060) H22(2010) R15(2035) R40(2060) 

第一小学校 ４６６ ３９９ ３５５ ４６６ ３３９ ２１６ 

第二小学校 ２８８ ２４７ ２１９ ２８８ ２１０ １３４ 

第三小学校 ３９３ ３３７ ２９９ ３９３ ２８６ １８２ 

第四小学校 １７８ １５３ １３５ １７８ １３０ ８３ 

第五小学校 ４１２ ３５３ ３１４ ４１２ ３００ １９１ 

三会小学校 ２８７ ２４６ ２１８ ２８７ ２０９ １３３ 

大三東小学校 ３０４ ２６１ ２３１ ３０４ ２２１ １４１ 

高野小学校 ８６ ７４ ６５ ８６ ６３ ４０ 

湯江小学校 ３１１ ２６７ ２３７ ３１１ ２２６ １４４ 

小学校計 ２７２５ ２３３５ ２０７４ ２７２５ １９８４ １２６４ 

第一中学校 ４２１ ３６１ ３２０ ４２１ ３０６ １９５ 

第二中学校 ２７７ ２３７ ２１１ ２７７ ２０２ １２９ 

第三中学校 ２１５ １８４ １６４ ２１５ １５７ １００ 

三会中学校 １５９ １３６ １２１ １５９ １１６ ７４ 

有明中学校 ３８４ ３２９ ２９２ ３８４ ２８０ １７８ 

中学校計 １４５６ １２４８ １１０８ １４５６ １０６０ ６７６ 

小・中学校計 ４１８１ ３５８３ ３１８２ ４１８１ ３０４４ １９４０ 

 

※三会小は長貫分校を併せた児童数 

 
 

（３）学校規模における教育活動の特徴 

本市においては、今後大規模校が出てくる可能性が低いことから、検討しなければならな 

いのは、小規模校（小学校１１学級以下、中学校８学級以下）への対応である。ここで、小 

学校、中学校における小規模校における教育の特徴を整理する。 
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①小学校における小規模校の教育の特徴 
 

 メリット デメリット 

児童の ○教員の目が行き届きやすくきめ細か ○コミュニケーション能力をはじめとした社 

学習環 な指導を受けやすい。 会性が育みにくい。 

境 ○授業や学校行事で個人が活躍できる ○個人間や学級間での競争が発生しにくく、 

機会が多い。 競争心や向上心が生まれにくい。 

○児童相互の交流が深まりやすい。 ○クラス替えができず、同一集団で長期間過 

○縦割り活動（異学年交流）が自然と ごすこととから、児童相互間の人間関係が 

発生しやすい。 固定化されるおそれがある。 

○音楽や体育など実技を伴う集団での活動が 

制限される。 

○運動会の種目など、行事が制約されること 

がある。 

教員の ○多くの児童の情報を全教職員が把握 ○経験年数、専門性、男女など、バランスの 

学校運 できる。 良い教員配置ができにくい。 

営 ○教員相互の意志疎通が図りやすい。 ○校務分掌等、教員一人一人の負担が大きく 

○学校、地域、保護者間の連携が図り なる傾向がある。 

やすい。 ○教科担任制が導入しにくい。 

○施設設備の活用に制限がかかりにく 

い。 

 

 

②中学校における小規模校の教育の特徴 
 

 メリット デメリット 

生徒の ○教員の目が行き届きやすくきめ細か ○コミュニケーション能力を初めとした社会 

学習環 な指導を受けやすい。 性が育みにくい。 

境 ○授業や学校行事で個人が活躍できる ○個人間や学級間での競争が発生しにくく、 

機会が多い。 競争心や向上心が生まれにくい。 

○生徒相互の交流が深まりやすい。 ○生徒間の人間関係に広がりが期待できず、 

固定化される傾向がある。 

○部活動の種目数に制限がかかり、生徒のニ 

ーズに応えにくい。 

○免許外指導など、専門的な指導を受けられ 

ないケースが生じる。 

○音楽や体育など実技を伴う集団での活動が 

制限される。 

○体育大会の種目など、行事が制約されるこ 

とがある。 

教員の ○多くの教職員で生徒の情報が共有で ○経験年数、教科などの専門性、男女等、バ 

学校運 き、生徒指導がしやすい。 ランスの良い教員配置ができにくい。 

営 ○教員相互の意志疎通が図りやすい。 ○校務分掌、部活動等、教員一人一人の負担 

○学校、地域、保護者間の連携が図り が大きくなる傾向がある。 

やすい。 ○複数学年の指導や免許外の指導をするなど 

○施設設備の活用に制限がかかりにく 教員の負担が大きくなる。 

い。 ○教員に生徒を固定化した見方で指導するお 

 それが生じる。 
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３ 本市の財政状況と公共施設等総合管理計画 

本市が所有する全施設の将来の整備費等について、財政シミュレーションを行った場合、持 

続可能で健全な維持管理を実現するためには、今後（平成２９年度以降）４０年間において更 

新等費用及び維持管理費用で約３５０億円の削減が必要となることが見込まれた。 

このことを施設保有量で換算した場合、約４３％（延べ床面積：約１０万３千㎡）を４０年 

間で削減する必要があり、１０年間で換算した場合、約１０％（延べ床面積：約２万４千㎡） 

の削減が必要となる。 

これらを踏まえて、平成２９年において公共施設等総合管理計画を、平成３０年に個別施設 

計画を策定した。 

 
４ 学校規模の適正化 

（１）学校規模の適正化の必要性 

文部科学省は、「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引き」において、 

「児童生徒が集団の中で、多様な考え方に触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨すること 

を通じて一人一人の資質や能力を伸ばしていくという学校の特質を踏まえ、小・中学校では 

一定の集団規模が確保されていることが望ましいものと考えられます。」と学校規模の適正 

化を検討するように求めている。 

学校は、将来にわたって生きていくための学力を身に付けさせるとともに、集団生活の中 

でよりよく生きていくための社会性を培うことも担っている。そのためには、知的、社会的 

な学びを保障するための教育環境が整備されなければならない。その重要な環境整備の一つ 

として学校規模が考えられるが、教育の成果をあげるためには、一定の学校規模を確保する 

必要がある。 

 
（２）法令等による学校規模 

①学校教育法施行規則（昭和２２年省令第１１号） 
 

 

 

②義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令   （昭和３３年省令第１８９号） 
 

 

 

③「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」（文部科学省） 
 

 

小学校では、全学年でのクラス替えが可能となることなどから、１２学級以上、中学校 

においては、   免許外指導をなくしたり、同学年に複数教員を配置できることから、９ 

学級以上を確保することが望ましい。 

（適正な学校規模の条件） 

「学級数がおおむね１２学級から１８学級までであること」（第４条第１項第１号） 

「通学距離は、小学校はおおむね４ｋｍ以内、中学校はおおむね６ｋｍ以内」 

（第４条第１項第２号） 

「統合の場合は、１２学級から２４学級とする。」（第４条第２項） 

「１２学級以上１８学級以下を標準とする。」ただし、地域の実態その他により特別な事 

情のあるときは、この限りではない。（第４１条） ※中学校も準用（第７９条） 
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④長崎県少人数学級編制基準 ＜参考＞ ※令和３年度から小学校は年次的に３５人学級へ 

 

摘 要 学 年 １学級あたりの児童生徒数 

小学校 １年生 ３０人 

２年生 ３５人 

３～５年生 ４０人（３５人） 

６年生 ３５人 

中学校 １年生 ３５人 

２・３年生 ４０人 

 

⑤公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律第３条（Ｒ３の段階） 
 

 

 

（３）本市における「望ましい学校規模」 

本市における「望ましい学校規模」を上記法令や、学校規模における教育活動の特徴をふ 

まえ以下のとおりとする。 

○小学校 １２学級～１８学級（普通学級の数） 

○中学校 ９学級～１８学級（普通学級の数） 

 
 

○小学校 
 

学 校 規 模 学級数（普通学級） 

極小規模校 ５学級以下 

小規模校 ６学級～１１学級 

望ましい学校規模 １２学級から１８学級 

大規模校 １８学級以上 

 

○中学校 
 

学 校 規 模 学級数（普通学級） 

極小規模校 ２学級以下 

小規模校 ３学級～８学級 

望ましい学校規模 ９学級から１８学級 

大規模校 １８学級以上 

 

（４）望ましい学校規模のとらえ方 

本市に存在する小規模校のメリットを生かしながらも、デメリットの解消に視点を充てて、 以下

の条件をすべて満たす学校を「望ましい学校規模」とする。 

小学校 １・２年生３５人 ３～６年生４０人 中学校 全学年４０人 
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＜小学校＞（１２～１８学級） 
 

 

 

＜中学校＞（９～１８学級） 
 

 

 

（５）学校規模の適正化の対象となる学校 本市が考える望ましい学校規模から外れる学校は、

適正化の対象とする。 小学校１１学級以下（第二小、第四小、三会小、三会長貫分校、大三

東小、高野小、湯江小） 中学校 ８学級以下（第二中、第三中、三会中、有明中） 

 
５ 学校の適正配置 

学校の適正配置において、一番考慮しなければならないのは、児童生徒の通学距離である。 

（１）通学距離においての配慮事項 

①児童生徒の心身への負担 

②保護者の経済的負担（公共交通機関利用の場合） 

③児童生徒の安全性の確保 

④通学に要する時間 

○学校全体で充実した教育活動が展開できること 

多様な学習形態（全教科等）、集団活動の充実（体育、音楽等） 

学校行事（体育大会等）の充実 

１学年複数学級 

が必要 

○人間性や社会性の育成を図ること 

人間関係の広がりを期待するとともに、固定化や序列化を防ぐ 

ためすべての学年でクラス替えができる 

１学年複数学級 

が必要 

○全教科の教員配置ができること 

免許外教科担当が生じず、授業時間数の多い教科は複数の教員の 

配置が可能となる 

９学級が必要 

○部活動種目が生徒のニーズに応えることがてきること 

球技等の団体競技種目の設置が可能となる 

○学校全体で充実した教育活動が展開できること 

多様な学習形態（全教科）、集団活動の充実（体育、音楽等） 

学校行事（運動会等）の充実 

１学年複数学級 

が必要 

○人間性や社会性の育成を図ること 

人間関係の広がりを期待するとともに、固定化や序列化を防ぐ 

ためすべての学年でクラス替えができる 

１学年複数学級 

が必要 

○教職員研修の充実が図れること 

同学年、校務分掌チームなど、複数の教員による支援体制が確保 

され、共同研究が可能となり研修の充実を図ることができる 

１学年複数学級 

が必要 
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（２）法令における通学距離 

児童生徒の通学距離に対して配慮するために以下のような定めがある。 
 

 

この規定を超えて通学している児童生徒を「遠距離通学者」とする。 

 
（３）本市の校区 （別紙参照） 

本市は、昭和、平成と合併を重ねて現在に至るが、合併前の旧町村に１小学校（高野小学 

校は、大三東小学校の分校から独立し本校になっている）があり、これまで統廃合は行われ 

ていない。 

中学校は、戦後学制改革により本市に６校が創設されたが、そのうちの大三東中学校と湯 

江中学校は、大三東村と湯江村が合併（昭和３０年）して有明村となった後、統合して有明 

中学校となり、現在は５校である。 

 
（４）本市における通学距離の現状 

本市は、面積が狭いこともあり、それぞれの学校の校区は比較的狭い範囲であり、遠距離 

通学者（小学校４ｋｍを超える者、中学校６ｋｍを超える者）は、令和３年度は２名である。 

（校区外通学者を除く） 

 

（５）各学校間の距離（道のり） 

本市における学校間の距離は次のとおりである。 

※以下の図は、統廃合の計画を示すものではない。 

①小学校と中学校 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

大三東小学校（０．９ｋｍ） 

高野小学校（３．１ｋｍ） 

湯江小学校（１，４ｋｍ） 

三会小学校（５．７ｋｍ） 

長貫分校   （５．２ｋｍ） 

有明中学校 

三会小学校（０．７ｋｍ） 

第四小学校（２．１ｋｍ） 

大三東小学校（５．０ｋｍ） 

高野小学校（３．７ｋｍ） 

長貫分校   （２．２ｋｍ） 

三会中学校 

第五小学校（０．７ｋｍ） 

第三小学校（３．０ｋｍ） 
第三中学校 

第三小学校（１．０ｋｍ） 

第二小学校（１．９ｋｍ） 

第五小学校（２．４ｋｍ） 

第二中学校 

第一小学校（０．１ｋｍ） 

第四小学校（２．９ｋｍ） 

第二小学校（１．９ｋｍ） 

三会小学校（３．５ｋｍ） 

第一中学校 

義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令（昭和３３年省令第１８９号） 

「通学距離は、小学校はおおむね４ｋｍ以内、中学校はおおむね６ｋｍ以内」（第４条第１項第２号） 
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②小学校と小学校 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

   

 
 

③中学校と中学校 
 

 

  

 

 

６ 学校規模の適正化と適正配置の実施 

（１）学校規模の適正化と適正配置に関する基本的な考え方 

①児童生徒の教育効果を最優先する 児童生徒の教育効果を高めるために、学校の小規模化に

よるさまざまな課題を解決する 

ことを最優先する。 

②全市的な視野に立った適正化、適正配置に努める 将来的に小規模校化の解消が図れない学

校については、全市的な視野に立ち、学校施設 

の老朽化等の状況を勘案し、隣接学校との統廃合を検討していく。 

③地域コミュニティの再生にも配慮する 本市は、学校を核とした地域づくりが進められてき

た長い歴史的背景があり、住民感情 

など、それぞれの地域の特性を踏まえるとともに、児童生徒の教育を中心に据えた地域コ 

ミュニティ再生についてもていねいな協議を実施する。 

 
（２）具体的実施方法 

①学校の統廃合 将来的に児童生徒数の増加が見込まれず、小規模化の解消を図ることができ

ない場合に 

は、統廃合を検討し適正化、適正配置を図る。 学校の統廃合は、校地の関係から新設によ

る統廃合ではなく、学校の全部または一部を 

他の学校に編入する吸収統合とする。 

②小中一貫校の設置 地域性、通学距離等を考慮し、教育効果が期待できると判断される場合

には、小学校、 

中学校いずれかの校地に、小学校から中学校まで一貫した教育を実施する「同居型小中一 

貫校」を新設することも検討する。 

第三中学校（３．７ｋｍ） 第二中学校 

第一中学校 

第二中学校（２．８ｋｍ） 

第三中学校（５．８ｋｍ 

三会中学校（４．０ｋｍ） 

大三東小学校 

第二小学校（２．０ｋｍ） 

第四小学校（３．２ｋｍ） 

第三小学校（２．９ｋｍ） 

三会小学校（４．５ｋｍ） 

長貫分校   （６．３ｋｍ） 

第三小学校（３．１ｋｍ）） 

第四小学校（３．２ｋｍ） 

第五小学校（５．０ｋｍ） 

大三東小学校（４．３ｋｍ 

第四小学校（３．２ｋｍ） 

高野小学校（６．２ｋｍ） 第五小学校（２．８ｋｍ 

高野小学校（３．７ｋｍ） 

湯江小学校（４．２ｋｍ） 

長貫分校（２．７ｋｍ） 

三会中学校 有明中学校（６．０ｋｍ） 

三会小学校 

第二小学校 

第一小学校 

第三小学校 

高野小学校 
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（第１条） 

（３）実施にあたっての視点 

①学校施設の老朽化を踏まえた統廃合 本市の小・中学校の校舎（普通教室棟・特別教室棟）

の築年数は以下のとおりである。 

＜本市における小・中学校校舎（普通教室棟・特別教室棟）の築年数＞ 
 

築年数（年） 小学校 中学校 小・中学校   計 

棟数 割合（％） 棟数 割合（％） 棟数 割合（％） 

～   ９年 １ ４．４ ０ ０．０ １ ２．７ 

１０ ～１９年 ２ ８．７ ２ １４．３ ４ １０．８ 

２０ ～２９年 ２ ８．７ １ ７．１ ３ ８．１ 

３０ ～３９年 ３ １３．０ ２ １４．３ ５ １３．６ 

４０ ～４９年 ８ ３４．８ ４ ２８．６ １２ ３２．４ 

５０年   ～ ７ ３０．４ ５ ３５．７ １２ ３２．４ 

小学校で築４０年を超える校舎は５４．５％であり、法定耐用年数については鉄筋コン 

クリート造の学校施設の場合４７年となっているため、半数以上の校舎があと数年で築年 

数が耐用年数を超えることになる。 

中学校は小学校と比較すると少なくはあるが、築４０年を超える校舎は５０．０％であ 

り、校舎の約半数があと数年で耐用年数を超えることになる。 

以上のことから、施設の老朽化に加えて、児童生徒数の将来推計を勘案し、児童生徒の 

安全・安心で充実した教育環境を整備するため、改築年を目安として統廃合を検討する。 

なお、改築年を待たずして、早期の改築が必要となった場合には、行政、学校、地域な 

どによる総合協議を行いながら改築を行うものとする。 

 
②複式学級発生時の対応 

「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律施行令」 

（昭和３３年政令第２０２号）においては、複式学級について次のように定めてある。 
 

○小学校 二の学年で１６人以下 （１年生を含む場合は８人以下） 

○中学校 二の学年で８人以下  

本市においては、現段階では複式学級を有する学校はないものの、今後の児童生徒数の 

減少により、発生する可能性は高い。 複式学級は、社会性の育成など、小規模校に起因す

る課題が顕著となるばかりか、学習 

スタイルが特殊になり、教職員の特別な指導技術が求められる。また、グループ活動や異 

学年交流などの集団活動も困難となる。 

以上のことから、今後複式学級を有する学校が存在する場合には、校舎の耐用年数を考 

慮しないで、統廃合の検討を速やかに始める。 

 
③全学年単学級発生時の対応 学校の全学年が単学級（１学級）の場合、複式学級同様、同一

集団で長期間過ごすこと 

などから社会性の育成を含み、小規模校の起因する課題が顕著となる。 このことから、全

学年単学級が将来的に存続する場合は、校舎の耐用年数を考慮しない 

で、統廃合の検討を始める。 
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④小学校区と中学校区の考え方 地域コミュニティの構築を考えた場合、同一小学校で共に学

び人間関係を育んできた子 

供たちは、同一の中学校に進学することを基本としたい。 したがって、同一中学校区の

小・中学校は、併せて適正配置を検討する。 

（４）学校規模の適正化・適正配置を進める上での留意点 

①児童生徒の教育効果を最優先すること 児童生徒の教育効果を高めるために学校規模の適正

化・適正配置を図る。 

②保護者、地域住民とていねいに協議すること 学校は、地域コミュニティの拠点であると同

時に、防災施設の性格も併せ持つことに考 

慮する。 
 

７ 学校施設の活用 

（１）学校施設の現状 

本市の学校校舎は、第一小学校（平成２３年）、第三小学校（平成２４年）、第四小学校 

（平成１２年）を除いて、多くが築４０年を越えるものである。したがって、建築当時の児 

童生徒数に応じた学校規模となっており、少子化が進む現在においては、普通教室に余裕が 

ある。近年、特別支援学級が数多く開設されるようになり、空いている教室を活用している 

が、それでも余裕がある場合には、特別な活用目的を持った特別教室に転用して活用してい 

るのが現状である。 

①小学校 
 

学校名 普通教室 特別支援 特別教室① 特別教室② 教材室 別棟 

第一小学校 １７ ４ ７ ３ ４ １ 

第二小学校 １０ ８ ６ ５ ６  

第三小学校 １２ ５ ９ ２ ５ １ 

第四小学校 ８ ３ ５ ３ ６  

第五小学校 １３ ４ ７ ２ ６  

三会小学校 ９ ３ ６ ４ １  

長貫分校 ２         １ 

大三東小学校 １０ ４ ６ ３ ２  

高野小学校 ６ ２ ５ ０ ２  

湯江小学校 ７ ４ ６ ５ ２  

小学校計 ９４ ３７ ５７ ２７ ３４ ３ 

※三会小「普通教室」は分校が本校登校した際の教室も含む 
 

②中学校 
 

学校名 普通教室 特別支援 特別教室① 特別教室② 教材室 別棟 

第一中学校 １１ ２ １１ ４ ３  

第二中学校 ６ ３ １１ ６ ７  

第三中学校 ６ ３ ６ ３ ２ １ 

三会中学校 ６ ２ ７ ３ １ １ 

有明中学校 ８ ３ ８ ８ ０ １ 

中学校計 ３７ １２ ４０ ２３ ６ ３ 
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※学校設置基準で定められた職員室、図書室、保健室、（校長室）は除く。 

※「特別教室①」は、校舎建築当初からその目的で造られた教室 

「特別教室②」は、普通教室を目的を持った特別教室に転用している教室 

※「別棟」は、目的を持って増築された建物 

 
（２）学校施設の活用の現状 

「学校施設の活用」の表でわかるように、一般的に言われる「空き教室」は存在しないも 

のの、少人数指導用の教室、外国語のための教室等、現在必要とされている教育に応じた 

教室として活用しているのが現状である。また、児童生徒が学年単位で活動できるよう教 

室の壁を取り払い、広いスペースを持った教室へと転用している学校もある。（第一小学校、 

第二小学校） 

学校施設の地域住民の活用については、社会教育の施設として体育館や運動場の貸出を し

ているのが主であり、校舎の貸出をしている学校は、第一小学校と第三小学校の別棟を 地域

団体に貸し出しているが、極めて少ないのが現状である。 

このことは、活用目的に適した部屋がないことと、貸出を目的としたシステムが構築さ れ

ていないことが理由として考えられる。 

学校教育は開かれているものの、学校施設は開かれている状況とは言い難い現状がある。 

 
（３）学校施設の有効活用について 

①学校教育の視点から 地域に開かれた学校づくりが求められてから久しい。各学校とも地域の

人や自然や文化 

といった教育資源を学校教育に活用するようになっている。学校と地域の垣根は低くなっ て

はいるが、地域団体が学校教育を活用するというところまでには至っていないことから、 学校施

設の活用も進んでいないのが現状である。 

児童生徒の授業に支障のない範囲では、地域諸団体の活用を図ることも検討する必要が 

ある。 

 
②地域住民の視点から 本市は、旧有明町を除く旧島原市内は各小学校区に公民館が設置されて

おり、公民館が 

地域活動の拠点となっていることから、集会・会議の場として学校施設を活用するケース 

は少ない。学校施設を活用するよりも公民館が活用しやすいという意識もあるものと考え 

られる。 

しかしながら、今後公民館の在り方も検討する必要が生じていることから、学校施設の 

地域住民への開放について検討する必要がある。 

 

 

おわりに 

本市においては、平成２８年度末に「公共施設等総合管理計画」を策定した。 厳しい財政面から

の施設の見直しは、学校施設も例外ではなく、将来の島原市の子供たちの教 

育を充実させるためには避けて通れないものである。 また、地域の住民相互の様々な交流が活性化

するなど地域コミュニティの再生のためには、公 

民館とともに学校施設を有効に活用することも検討しなければならない。 
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［１月］ （教育総務課）

日 曜日 報　　告　　事　　項

4 火 仕事始め式 9:00 本庁議場 教育長、次長、各課長

4 火 事業団理事長他新年あいさつ 13:30 教委事務局 教育長、次長、各課長

6 木 島原市消防出初式 9:10 島原文化会館他 教育長、次長

7 金 １月定例教育委員会 13:30 有明庁舎 教育委員、教育長、次長、各課長

7 金 奨学金滞納者個別訪問 17:00 市内 法務専門員、課員

13 木 Ｒ４当初予算副市長査定 9:30 本庁庁議室 次長

19 水 テレワークシステム運用訓練（以後毎週水曜） － 職員自宅 課長

21 金 ハラスメント防止研修 13:30 本庁２Ａ 各課長

24 月 総合教育会議 10:00 本庁２Ａ 教育委員、教育長、次長、各課長

24 月 当初予算にかかる意見書提出 11:15 本庁２Ａ 教育委員、教育長、次長、各課長

27 木 Ｒ４当初予算最終内示及び概要説明会魏 13:30 本庁２Ａ 次長、各課長

31 月 島原市表彰審査会 13:30 本庁庁議室 教育長、次長

【中止等となった行事】

13 木 第３回教育振興基本計画検討委員会 書面開催

18 火 公金管理委員会

30 日 高規格道路島原道路建設促進大会

教育委員会　２月定例会　報告事項

内　容　並　び　に　参　考　事　項
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［１月］ （学校教育課）

日 曜日 報　　告　　事　　項

4 火 仕事始め式 9:00 市議会議場 課長、長岡、牟田

5 水 市町別教育長人事ヒアリング 11:20 県庁 教育長、課長

5 水 県健康教育研究協議大会引継ぎ（オンライン） 14:00 有明庁舎 林田

6 木 給食物資指定業者選考委員会 14:00 有明給食センター 長岡

12 水 定例校長会 9:30 杉谷公民館 教育長、課長、長岡、牟田、松尾、林田、小鉢

12 水 ５歳児健康診査 13:00 島原保健センター 松尾

12 水 三市学校教育課長会 15:00 霊丘公民館 課長

13 木 献立案作成会 10:00 有明給食センター 塩田

13 木 成長発育健診事業第5回打合せ 19:00 島原医師会館 林田

14 金 安全衛生研修会（オンライン） 13:00 有明庁舎 牟田

14 金 第２回教育支援委員会 14:00 有明公民館 松尾

17 月 市町別教育長人事ヒアリング 14:10 県庁 教育長、課長

17 月 地区初任者研修第２回連絡研修 14:30 有明文化会館 長岡、牟田、林田

18 火 道徳研修会（オンライン） 13:00 有明庁舎 小鉢

18 火 会計年度任用職員の再任用にあたっての説明会 15:30 本庁舎 牟田

19 水 定例教頭会 10:30 杉谷公民館 教育長、課長、長岡、牟田、松尾、林田

20 木 ５歳児健康診査 13:00 島原保健センター 松尾

21 金 適応指導教室職員面談 9:30 適応指導教室 牟田

21 金 県教委総務課来庁 10:30 有明庁舎 教育長、課長

21 金 ハラスメント防止研修（オンライン） 13:30 有明庁舎 長岡、小鉢

24 月 第１回島原市総合教育会議 10:00 本庁舎 教育委員、教育長、次長、課長

25 火 学校安全総合支援事業成果発表会（オンライン） 13:00 有明庁舎 小鉢

25 火 ハラスメント防止研修（オンライン） 13:30 有明庁舎 課長、林田、塩田

25 火 三市情報交換会 14:30 杉谷公民館 長岡、牟田

26 水 生徒指導推進協議会（オンライン） 13:00 有明庁舎 小鉢

27 木 初任者に係る学校訪問 9:45 三会中 牟田

27 木
コミュニティ・スクール及び地域学校
共同活動担当者研修会（オンライン）

13:00 有明庁舎 長岡

27 木 養護教諭部会（オンライン） 14:00 有明庁舎 林田

28 金 島原市ＧＩＧＡ研修会（オンライン） 14:00 有明庁舎 林田、馬渡、木下

31 月
第３回長崎県教育の情報化推進協議会
（オンライン）

9:30 有明庁舎 林田

教育委員会　２月定例会　報告事項

内　容　並　び　に　参　考　事　項
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【令和４年１月】 社会教育課

日 曜日 報告事項

3 日 令和４年島原市成人式 13:30 島原文化会館 教育長、次長、課長ほか

11 火 朝のあいさつ運動 7:30 市内一円 課長、藤井、小山、森

13 木 島原高等女学校創立者頌徳碑について協議(清水様、松尾文保審会長) 11:30 有明庁舎 課長

14 金 公民館を核とした活力ある地域づくり研修会 10:00 県庁
オンライン開催または後日
YouTubeにて視聴

19 水 第3回ワクチン接種に係るパソコン予約サポート 10:00 全公民館
公民館主事、各地区市民の方、
デジタル活用支援員

21 金 島原城総合調査検討会議 13:30 本庁3A 延期

21 金 薬園跡の薬草教室「だいだいマーマレードづくり」 10:00 旧島原藩薬園跡 中止

24 月 総合教育会議「公民館のあり方について」 10:00 本庁2A 市長、教育長、教育委員、次長、課長

26 水 長崎県下全域に「まん延防止等重点措置」適用
期間中新規予約受付停止、
図書館の一部利用制限

26 水 第3回ワクチン接種に係るパソコン予約サポート 10:00 全公民館
公民館主事、各地区市民の方、
デジタル活用支援員

26 水 第68回文化財防火デーに伴う消防訓練 10:00 護国寺 中止

27 木 コミュニティスクール及び地域学校協働活動オンライン研修会 13:30 有明庁舎 藤井(オンライン開催)

※

7 金 三会地区鬼火 9:30 われん川河川敷

9 日 有明、杉谷、白山、安中地区鬼火 10:00 各地

森岳、霊丘地区鬼火 中止

22 土 市PTA連合会研修会 中止

22 土 島原文化連盟新年会 延期

島原市教育委員会　　２月定例会報告事項

内容並びに参考事項

【付記事項】

各地区にて高齢者学級０回「中止７回」（担当：野口）・女性学級０回開催「中止６回」（担当：松本）
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（スポーツ課）

日 曜日 報 告 事 項

7 金 九州大会出場選手激励会（島原SC） 15:30 本庁2A会議室 市長、中島班長、林田班長

11 月
宝くじスポーツフェア「ドリーム・サッカー」
打合せ

14:00
文化会館中ホール

陸上競技場 中島班長、土本主事

12 火 施設調整会議 9:30 人工芝グラウンド 中島班長

12 火 大塚製薬との打合せ 14:30 有明庁舎第二会議室 中島班長

13 木 令和６年度高総体準備打合せ 14:00 鳴滝高校 中島班長

15 土
ラグビーとの地域協創を推進する自治体連携協
議会臨時総会

13:00 東京（オンライン） 中島班長

24 月
総合型地域スポーツクラブにおける「登録・認証制度」及び
「ガバナンスコード策定」に係る説明会（オンライン） 14:00 有明庁舎第二会議室 林田班長

【中止になった行事】

22 土 第58回長崎県スポーツ推進委員研究大会 13:00 平戸文化センター 林田班長

30 日 第70回郡市対抗県下一周駅伝大会　スターター 11:15 本庁舎前 教育長

【延期になった行事】

教育委員会　2月定例会　報告事項

［1月］

内　容　並　び　に　参　考　事　項

４



令和４年 ２月行事予定表 令和４年２月１日現在

太字ｺﾞｼｯｸ 教育委員出席予定
  ◎    教育長出席
  ○    教育次長出席
  △    関係課長出席

日 曜 教 育 総 務 課 学 校 教 育 課 社 会 教 育 課 ス ポ ー ツ 課

１ 火 定例教育委員会 13:30 有庁第一 ◎○△ 朝のあいさつ運動 7:30 市内一円◎〇△
島原市スポーツ少年団指導者研修会（オンライン）
19：30　杉谷公民館大ホール　△

2 水
会計年度任用職員再任用面接　9:30　有明公民館
△

3 木

財務監査（定期監査）及び行政監査に伴う実地監
査 13:30 本庁２Ｂ △
施政方針検討会 13:30 本庁庁議室 ◎○
長崎県都市教育長協議会 14:00 ｵﾝﾗｲﾝ ◎

４ 金

５ 土

6 日
学校給食会職員採用試験二次面接　10:00　有明
学校給食センター　△

７ 月 定例校長会　9:30　杉谷公民館 ◎△

８ 火
会計年度任用職員再任用面接　9:15　第２会議室
△

9 水 消防職員意見発表会　10:00　消防本部　△

10 木

11 金 建国記念の日

12 土

13 日

14 月

15 火
時代に合った地域コミュニティづくりに関する研修会
13:30 本庁２Ａ ○△

時代に合った地域コミュニティづくりに関する研修会
13:30 本庁２Ａ ○△

16 水 人事評価ヒアリング 11:00～ 教育長室 ◎○△ 定例教頭会　10:30　杉谷公民館　△

長崎県スポーツ協会第3回生涯スポーツ委員会（オ
ンライン）　13：30　有明庁舎　△
第７２回長崎県民体育大会第3回実行委員会（オン
ライン）　15：00　有明庁舎　△

17 木
学校事務共同実施連絡協議会 15:00 第一会議室
◎ △

18 金 定例教育委員会 13:30 有庁第一 ◎○△ 地区別教育長会　10:00　有明総合文化会館　◎△

19 土

20 日 長崎県知事選挙

21 月

22 火
社会教育委員連絡協議会理事会及び九州ブロック
社会教育研究大会実行委員会、社会教育主事等
連絡協議会第2回理事会　14:00　オンライン　△

23 水 天皇誕生日

24 木

25 金

26 土 採用試験２次面接 終日 本庁２Ａ ◎

27 日

28 月 三会学校林再入札（国による公売）
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